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令和７ 年試験

第Ⅰ回短答式試験問題

管理会計論

注 意 事 項
1 受験上の注意事項

・ 試験官からの注意事項の聞き漏らし／受験案内や試験室及び受験票その他に記載・ 掲示さ

れた注意事項の未確認等，これらを原因と した試験における不利益は自己責任になり ます。

・ 携帯電話等の通信機器や携行品の取扱いについては， 試験官の指示に従ってく ださい。

・ 試験開始の合図があるまで， 配付物や筆記用具に触れないでく ださい。

・ 問題に関する質問には， 応じません。

2 不正受験や迷惑行為の禁止
・ 不正行為を行った場合／試験官の指示に従わない場合／周囲に迷惑をかける等， 適正な試

験実施に支障を来す行為を行った場合， 直ちに退室を命ずることがあり ます。

3 試験問題
・ 試験開始の合図後， 直ちに頁数（ 全 16 頁）を調べ， 不備等があれば黙って挙手し ， 試験官

に申し出てく ださい。

4 答案用紙
・ 試験開始の合図後， 不備等があれば黙って挙手し， 試験官に申し出てく ださい。

・ 試験開始の合図後， 直ちに①受験番号及び氏名を正しく 記入し， かつ， ②受験番号を正し

く マークしてく ださい。

答案用紙への記載に当たっては，Ｂ 又は ＨＢ の黒鉛筆（ シャープペンシルも可）を使

用してく ださい。

正し く 記載されていない場合には， 採点されないことがあり ます。

・ 解答欄に複数マークしている場合は， その問題は不正解になり ます。

5 試験終了後
・ 試験終了の合図後，直ちに筆記用具を置き，答案用紙は裏返して通路側に置いてく ださい。

・ 試験官が答案用紙を集め終わり 指示するまで， 絶対に席を立たないでく ださい。

・ 答案用紙が試験官に回収されずに手元に残っていた場合は， 直ちに挙手し， 試験官に申し

出てく ださい。

試験官に回収されない場合，いかなる理由があっても答案は採点されません。

6 試験問題の持ち帰り
・ 試験終了後， 持ち帰るこ と ができます。

満　 点　 100 点 問題 １ ， ３ ， ５ ， ７ ， ９ ， 10， 14， 16 各５ 点

問題 ２ ， ８ ， 11， 12 各７ 点

問題 ４ ， ６ ， 13， 15 各８ 点

時　 間　 １ 時間
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問題 1 原価要素の分類に関する次の記述のう ち， 原価計算の理論および我が国の「 原価計算基

準」に照らして正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 原価要素の形態別分類は， 財務会計における費用の発生を基礎と する分類であるか

ら ， 原価計算は， 財務会計から 原価に関するこ の形態別分類による基礎資料を受け取

り ， これに基づいて原価を計算する。 この意味でこの分類は， 原価に関する基礎的分類

であり ， 原価計算と 財務会計と の関連上重要である。

イ． 製品と の関連における分類と は， 原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的

に認識されるかどう かの性質上の区別による分類であり ， 原価要素は， この分類基準に

よってこれを固定費と 変動費と に分類する。

ウ． 機能別分類と は， 原価が経営上のいかなる機能のために発生したかによる分類であ

り ， たと えば， 材料費は主要材料費， および修繕材料費， 試験研究材料費等の補助材料

費， ならびに工場消耗品費等に分類される。

エ． 操業度と の関連における分類と は， 操業度の増減に対する原価発生の態様による分類

である。 こ こに操業度と は， 生産設備を一定と した場合におけるその利用度をいい， 操

業度の変化に応じて， 原価がどのよう に反応するかを， コスト ド ライバーないし原価態

様と いう 。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 2 次の〔 資料〕に基づき， 当月の原価計算の結果と して正しいも のの番号を一つ選びなさ

い。 なお， 計算過程で端数が生じる場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数値の千円未

満を四捨五入するこ と 。（ ７ 点）

〔 資料〕

1． 月初および月末の棚卸資産

主要材料 補助材料 仕掛品 製品

月初有高 52, 900 千円 16, 000 千円 171, 000 千円 205, 000 千円

月末有高 57, 400 千円 14, 000 千円 163, 000 千円 215, 000 千円

2． 材料の当月仕入高は， 主要材料が 139, 700 千円， 補助材料が 89, 000 千円である。

3． 賃金給料の当月支払高および未払高

直接工の賃金 間接工の賃金 非製造部門の従事者の給料

当月支払高 261, 000 千円 168, 950 千円 106, 000 千円

月初未払高 92, 800 千円 51, 000 千円 36, 500 千円

月末未払高 104, 800 千円 47, 000 千円 69, 500 千円

　 　 なお， 直接工は直接作業のみに従事している。

4． 経費

修繕費　 30, 400 千円

外注加工賃　 25, 600 千円

電力料　 24, 000 千円

減価償却費（ 年間発生額）　 216, 000 千円

5． 製造間接費は直接労務費の 120 ％を予定配賦している。

6． 販売費および一般管理費（ 給料を除く 。）　 138, 000 千円

7． 営業外費用　 109, 000 千円

8． 売上高　 1, 480, 000 千円

9． 外注加工品については受け入れ後， 直ちに製造現場に払い出している。

10． 原価差異は売上原価に賦課する。

　

1． 製造間接費の実際発生額は， 353, 950 千円である。

2． 原価差異の合計は， 750 千円（ 貸方差異）である。

3． 当月製品製造原価は， 761, 400 千円である。

4． 総原価は， 1, 037, 750 千円である。

5． 経常利益は， 333, 850 千円である。
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問題 3 製造間接費の計算に関する次の記述のう ち， 原価計算の理論および我が国の「 原価計算

基準」に照らして正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 製造間接費の予算は固定予算又は変動予算によって設定する。 変動予算には実査法と

公式法があるが， 実査法による場合には， 製造間接費要素を固定費と 変動費と に分け，

固定費は， 操業度の増減にかかわり なく 一定と し， 変動費は， 操業度の増減と の関連に

おける各変動費要素又は変動費要素群の変動費率をあらかじめ測定しておき， これにそ

のつどの関係操業度を乗じて算定する。

イ． 部門別の製造間接費予定額は， 各々の部門で製造間接費を構成する各費目における過

去の実績を調査した上で， 製造間接費に影響を及ぼす諸要因を考慮して決定される。 す

なわち一年又は一会計期間に予想される操業度， 物価水準， 製造条件， 経営計画の変更

等を考慮して過去の実績を修正する。

ウ． 製造間接費を製品別に配賦する場合の総括配賦法と は， 工場全体について単一の配賦

率を求めて配賦計算を行う 方法であるから， 企業の規模にかかわらず， 計算の経済性の

観点から総括配賦法を採用しなければならない。

エ． 製造間接費の予定配賦率は， 製造間接費の発生予定額を同じ期間の配賦基準の予定数

値で割るこ と で算定される。 予定配賦率の計算において基準と なる操業度には， 理論的

生産能力， 実際的生産能力， 正常操業度， 期待実際操業度などがある。 過去数年の操業

度を平均化し， これに将来のすう 勢を加味した正常操業度を予定配賦率の算定に用いる

こ と が認められる。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 4 当工場の修繕部は， 第１ 製造部および第２ 製造部に対して， 機械の修理・ メ ンテナン

スと いった修繕サービスを提供している。 修繕部では， 各製造部がそれぞれ月間で 2, 250

時間の修繕サービスを必要と する計画に基づいて予算を策定している。 修繕部費は， 直接

配賦法により 各製造部門へ複数基準配賦法で予定配賦されている。 次の〔 資料〕に基づき，

当月の修繕部に関する原価計算の結果と して正しいものの番号を一つ選びなさい。 なお，

計算過程で端数が生じる場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数値の円未満を四捨五入

するこ と 。（ ８ 点）

〔 資料〕

1． 修繕部の原価データ

固定費 変動費

月次製造間接費予算額 7, 695, 000 円 6, 750, 000 円

月次製造間接費実際発生額 7, 695, 000 円 6, 480, 000 円

2． 修繕サービスの供給量

第１ 製造部 第２ 製造部

月間基準操業度（ 計画） 2, 250 時間 2, 250 時間

月間実際操業度 2, 250 時間 1, 800 時間

　

1． 修繕部費の予定配賦率は 3 , 500 円／時間であり，第２ 製造部への配賦額は 6 , 300 , 000

円である。

2． 第１ 製造部への配賦額は 7 , 447 , 500 円であり，修繕部費の変動費予定配賦率は 1 , 600

円／時間である。

3． 修繕部における操業度差異は 769 , 500 円の不利差異であり ， 予算差異は 405 , 000

円の不利差異である。

4． 第２ 製造部への配賦額は 6 , 547 , 500 円であり，修繕部における予算差異は 405 , 000 円

の不利差異である。

5． 複数基準配賦法によると ， 修繕部費の固定費配賦率は， 実際配賦率が 1, 900 円／時

間であるのに対して， 予定配賦率は 1, 710 円／時間である。
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問題 5 次の記述のう ち， 我が国の「 原価計算基準」に照らして正しいものの組合せと して最も適

切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 等級別総合原価計算は， 同一工程において， 同種製品を連続生産するが， その製品を

形状， 大きさ ， 品位等によって等級に区別する場合に適用する。 等級別総合原価計算に

あっては， 各等級製品について適当な等価係数を定め， 一期間における完成品の結合原

価を等価係数に基づき各等級製品にあん分してその製品原価を計算する。

イ． 単純総合原価計算， 等級別総合原価計算および組別総合原価計算は， いずれも原価集

計の単位が期間生産量であるこ と を特質と する。 すなわち， いずれも継続製造指図書に

基づき， 一期間における生産量について総製造費用を算定し， これを期間生産量に分割

負担させるこ と によって完成品総合原価を計算する点において共通する。

ウ． 副産物は， 主産物の製造過程から必然に派生する物品であり ， 一定の方法により その

価額を算定し， これを主産物の総合原価から控除する。 軽微な副産物は， これを売却し

て得た収入を， 原価計算外の収益と するこ と ができる。

エ． 連産品は， 同一工程において同一原料から生産される異種の製品であって， 相互に主

副を明確に区別できないものをいい， その価額は， 連産品の正常市価等を基準と して定

めた等価係数に基づき， 一期間の総合原価を連産品にあん分して計算する。 この場合，

連産品で， 加工の上売却できるものは， 加工製品の見積売却価額から加工費および通常

の利益の見積額を控除した額をもって， その正常市価と みなし， 等価係数算定の基礎と

する。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ

令和７ 年第Ⅰ回短答式管理会計論
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問題 6 当工場は， 工程の始点で原料を投入しバッ チ生産を行い， 実際総合原価計算を行ってい

る。 次の〔 資料〕に基づき， 当月の完成品総合原価と して正しいものの番号を一つ選びなさ

い。 なお， 計算過程で端数が生じる場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数値の千円未

満を四捨五入するこ と 。（ ８ 点）

〔 資料〕

1． 当月の生産実績データ

月初仕掛品 ―

当 月 投 入 6, 000 kg

合 計 6, 000 kg

正 常 減 損 各自計算 kg

月末仕掛品 各自計算 kg　（ 加工費進捗度 50％）

完 成 品 3, 600 kg

2． 当月の原価実績データ

原料費 3, 603, 600 千円

加工費 2, 085, 720 千円

3． その他の計算条件

⑴　 2, 000 kg を１ バッ チと してバッ チ生産を行っており ， 第１ バッ チと 第２ バッ チが

当月完成している。

⑵　 原料の正常減損率は安定しており ， 工程の加工に応じて正常減損発生量が増え，

工程の終点では， 始点投入量の 10 ％にまで達するものと する。

⑶　 正常減損費の処理は， 非度外視法による。

1． 4, 062, 240 千円 2． 4, 070, 976 千円 3． 4, 053, 595 千円

4． 4, 008, 960 千円 5． 4, 050, 000 千円

令和７ 年第Ⅰ回短答式管理会計論
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問題 7 標準原価計算に関する次の記述のう ち， 原価計算の理論およ び我が国の「 原価計算基

準」に照らして正しいものの組合せと して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 仕掛品勘定の借方に記入される実際原価の金額について， パーシャル・ プランによる

金額は修正パーシャル・ プランによる金額未満と なるこ と はない。

イ． 標準原価は， 内部経営管理にも外部報告にも使用されるが， 外部報告のみを目的と し

て使用する場合， 継続性の原則が適用され， 生産の諸条件が変化したと しても ， 改訂す

るこ と は認められない。

ウ． 標準原価は， 標準原価会計機構における補助記録と 位置づけられる一定の文書に表示

されて， 原価発生について責任をもつ各部署に指示される。

エ． 数量差異， 作業時間差異， 能率差異について， 異常な状態に基づく と 認められるもの

は非原価項目と して処理されるが， このよう な原価差異は， 標準原価計算固有の原価差

異である。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題 8 当工場では製品Ｘ を量産しており ， パーシャル・ プランによる標準原価計算制度を実施

している。 次の〔 資料〕に基づき， 異常仕損費と して正しいものの番号を一つ選びなさい。

なお， 計算過程で端数が生じる場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数値の円未満を四

捨五入するこ と 。（ ７ 点）

〔 資料〕

1． 製品Ｘ の標準原価カード

直接材料費 2, 500 円／kg × 1 kg ／個 ＝ 2, 500 円／個

加　 工　 費 7, 500 円／時間 × 1 時間／個 ＝ 7, 500 円／個

　 　 　 　 　 10, 000 円／個

（ 注） この原価標準には正常仕損分の余裕は含まれていない。

2． 当月の生産データ

月初仕掛品 100 個　（ 加工費進捗度 80 ％）

当 月 投 入 1, 118 個

合　 　 　 計 1, 218 個

仕　 損　 品 18 個　（ 仕損発生点 50 ％）

月末仕掛品 300 個　（ 加工費進捗度 30 ％）

完　 成　 品 900 個

（ 注） 直接材料は工程の始点で投入される。

3． 仕損品に関する条件

⑴　 正常仕損率は仕損発生点を通過した良品に対して２ ％であり ， それを超えて発生

する仕損は異常仕損と して処理する。

⑵　 異常仕損品には正常仕損費を負担させないものと する。

⑶　 仕損品に処分価値はない。 また， 仕損品の廃棄費用は無視する。

　 1． 20, 000 円

　 2． 25, 000 円　

　 3． 12, 500 円

　 4． 0 円

　 5． 27, 250 円

令和７ 年第Ⅰ回短答式管理会計論
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問題 9 管理会計の基礎知識に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な番

号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 価値連鎖（ value chain）と は， 製品やサービスの価値創造活動のつながり を表すもの

であり ， 価値連鎖を構成する活動は， 主活動と 支援活動と に区分するこ と ができる。 こ

のう ち， 支援活動には， 製品・ サービス販売後の顧客サービスが含まれる。

イ ． バランスト ・ スコアカード（ BSC）では， パフォーマンス・ ド ラ イバーと 呼ばれる業績

評価指標が用いられる。 パフォーマンス・ ド ラ イバーと は， 戦略目標の達成度を測定す

るための成果指標のこと である。

ウ． 機会原価は， 資源の希少性又は代替案の相互排除性が存在する場合において， 複数の

代替案から経済的に最も望ましい代替案を選択するために用いられる。

エ． ある原価が管理可能費と なるか管理不能費と なるかは， 当該原価の属性だけでは決ま

らない。 ある管理階層の管理者にと って管理不能な原価が， 異なる階層の管理者にと っ

ては管理可能な場合がある。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題10 財務情報分析に関する次の記述のう ち， 正しいも のの組合せと して最も 適切な番号を

一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 流動比率は流動負債に対する流動資産の割合を示す財務比率であり ， 短期の支払能力

の程度を表すものであって， 安全性の指標ではない。

イ ． 投下資本利益率( ROIC）と 総資本事業利益率は， いずれも 分母に他人資本である有利

子負債が含まれているので， それらの分子の利益には支払利息を控除しない利益概念を

用いるのが整合的である。

ウ． 加重平均資本コスト 率は， 企業が債権者および株主に対して実際に負担したコスト の

負担割合を表す指標である。

エ． 商品を仕入れて販売する企業において， キャッ シュ・ コンバージョ ン・ サイク ルの値

が大きく なると ， 資金調達の必要性が高まる。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題11 当社は次期の利益計画を検討している 。 次の〔 資料〕に基づき， 以下の案１ から 案３ の

う ち， 次期の売上高営業利益率が最も高い案の売上高営業利益率と して正しいものの番号

を一つ選びなさい。 なお， 計算過程に端数が生じる場合， 計算途中では四捨五入せず， 最

終数値の小数点第３ 位を四捨五入するこ と 。（ ７ 点）

〔 資料〕

1． 当期の損益計算書（ 一部）　（ 単位： 千円）

売上高　 　 　 　 　 　 180, 000

売上原価

　 材料費　 　 　 　 　 60, 000

　 労務費　 　 　 　 　 50, 000

　 経費　 　 　 　 　 　 30, 000

　 　 売上総利益　 　 40, 000

　 販売費　 　 　 　 　 15, 000

　 一般管理費　 　 　 10, 000

　 　 　 営業利益　 　 15, 000

2． 当期の売上原価について， 労務費のう ち 10 , 000 千円， 経費のう ち 10 , 000 千円は

固定費であり ， それ以外は全て変動費である。 販売費と 一般管理費は全て固定費である。

3． 当期は製造能力の 80 ％で 10, 000 個の製品を製造し， 全量を販売した。

4． 当期， 次期と もに， 期首と 期末の棚卸資産は存在しない。

案１ ： 販売単価を ８ ％引き下げるこ と で， 製造能力の 100 ％で製造した全量の販売

が見込まれる。 これにより 製造販売数量が増加すると と もに， 単位当たり 製造原価

を引き下げるこ と ができる。 さ らに販売単価引下げにより 販売が容易になるため，

販売費を 9, 000 千円削減できると 見込まれる。

案２ ： 販売費を年間 4 , 000 千円増額し ， 広告宣伝を強化するこ と でブラ ンド イ メ ー

ジの向上を図る こ と ができ る ため， 当期と 同じ 販売単価の下で製造販売数量が

20 ％増加すると 見込まれる。

案３ ： 年間 8 , 000 千円（ 固定費）の経費をかけて作業者向け教育訓練プログラ ムを実

施する。 これにより 作業者の作業効率が向上するので， 単位当たり 労務費を １ 千円

（ 変動費）削減すること ができる。 さらに作業効率の向上による納期の短縮が顧客に評

価され， 当期と 同じ販売単価の下で製造販売数量が５ ％増加すると 見込まれる。

1． 10. 85 ％ 2． 10. 65 ％ 3． 10. 36 ％

4． 10. 14 ％ 5． 10. 11 ％ 6． 9. 34 ％
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問題12 当社は製品Ｘ を製造販売しており ， 直接標準原価計算を行って営業利益を管理してい

る。 次の〔 資料〕に基づき， 以下の営業利益差異分析表にある（ ア ）と（ イ ）に当ては

まる数値の組合せと して正しいものの番号を一つ選びなさい。 なお，（ ＊ ）に当てはま

る数値については各自推定するこ と 。（ ７ 点）

〔 資料〕

1． 製品Ｘ の製造販売に関するデータ

予算 実際

販売価格 3, 000 円 2, 800 円

製造販売数量 10, 000 個 12, 000 個

市場占拠率 10％ 8％

2． 製品Ｘ の製造原価と 販売費および一般管理費に関するデータ

原価標準 実際原価

直接材料費 500 円／個 530 円／個

直接労務費 800 円／個 810 円／個

変動製造間接費 400 円／個 390 円／個

変動販売費 （ ＊ ）円／個 180 円／個

　 直接材料費と 直接労務費は全て変動費である。 固定製造間接費， 固定販売費および

一般管理費（ 固定費）の実際額は合計で 3, 000 千円であり ， 予算額と 同額であった。

営業利益差異分析表　（ 単位： 千円）

予算営業利益 8, 000

販売価格差異 (－)（ ＊ ）

販売数量差異

　 　 市場総需要量差異 (＋)（ ＊ ）

　 　 市場占拠率差異 (－)（ ア ）

変動費差異 (－)（ イ ）

固定費差異 ―

実際営業利益 （ ＊ ）

（ ア ） （ イ ）

1． 2, 200 120

2． 2, 200 3, 800

3． 3, 300 3, 920

4． 3, 300 120

5． 3, 900 3, 800

6． 3, 900 3, 920
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問題13 単一商品を仕入販売し ている 当社は， 次期の年間資金計画を検討し ている 。 次の

〔 資料〕に基づき， 次期のキャッ シュ ・ フロー（ 資金の増加額）と して正しいものの番号を一

つ選びなさい。 なお， 計算過程で端数が生じる場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数

値の小数点第１ 位を四捨五入するこ と 。（ ８ 点）

〔 資料〕

1． 当期末の貸借対照表項目(一部) の残高　 (単位 : 千円)

売上債権 354, 600

仕入債務 285, 250

2． 次期の損益関連予算(一部) 　 (単位 : 千円)

売上高 4, 255, 200

仕入高 3, 423, 000

売上原価 3, 423, 000

3． 売上取引および仕入取引は全て掛取引で行われ， それぞれ毎月均等額で発生し， 月

末締めで翌月末に現金で決済されるものと する。 その結果， 売上債権， 仕入債務の次

期末の残高は， それぞれ当期末残高と 同額と 見込まれるものと する。

4． 次期において， 仕入以外の営業活動に係る現金支出費用(借入利息および法人税等

を除く 。)を， 毎月末に 36, 000 千円支払う ものと する。

5． 現在使用している物流設備は当期末に耐用年数に達し， 減価償却済みで簿価ゼロに

なったが， 耐用年数を １ 年延ばすための資本的支出 180, 000 千円を次期首に下記６ で

調達する資金で支払う ものと する。 当該物流設備の次期末の残存価額はゼロと する。

その他に， 次期の非現金支出費用は見込まれていない。

6． 当期末の現金預金残高はゼロ と し， 上記５ の資金は全額を返済期限１ 年， 満期一

括返済の銀行借入(年利１ ％) で次期首に調達する。 なお， 期限前繰上返済手数料を

負担するこ と なく ， 一括返済するこ と ができる と いう 借入条件が付いており ， 当社

は， 次期に月々稼得されたキャッ シュ・ フロー（ 資金の増加額）により 完済資金が用意

できた月の月末に一括返済するものと する。 また， 借入利息は年利による利息年額の

12 分の１ を， 借入時の月末から完済月の月末まで毎月末に現金で支払う ものと する。

7． 次期の法人税等の実効税率は 40 ％と し ， 当該法人税等は期末に現金で支払う もの

と する。

8． 次期において， 上記以外の現金収支はないものと する。

1． 131, 670 千円 2． 131, 580 千円 3． 131, 490 千円

4． 131, 400 千円 5． 131, 310 千円 6． 131, 220 千円
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問題14 コスト ・ マネジメ ント に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと して最も適切な

番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 原価企画では， サプライヤーが完成品メ ーカーの開発・ 設計段階から共同で製品開発

に加わるデザイン・ イン（ design in）が有効な手法の一つと して挙げられる。

イ ． 原価企画で使用さ れる主要な手法に VE（ va lue eng in eer in g， 価値工学）がある。VE

と は， 製品およびその構成要素が有する価値を品質と 原価と の関係で把握し， 価値の向

上を図る手法のこ と をいう 。

ウ． 活動基準原価管理（ ABM）では， 顧客価値を高めるために， 活動を価値付加的活動と

価値非付加的活動に分類する。 顧客価値の創出に役立つ価値付加的活動については， 業

務コスト ・ ド ライバー分析をも と に能率を向上させる必要があるが， 顧客価値を生み出

さない価値非付加的活動についての業務コスト ・ ド ラ イバー分析は不要である。

エ． 活動基準原価管理（ ABM）の利用領域と しては， 既存の業務プロセスをよ り 効率的に

行う 業務改善のための ABM と ， よ り 収益性の高い顧客や販売チャネルに資源を振り 向

ける戦略的な意思決定のための ABMがある。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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問題15 当社は製品Ｐ を製造販売しており ， 製品Ｐ の製造に必要な部品Ｅ も全量自製してきた。

現在， 製品Ｐ の売れ行きが好調なため， 次期において， 自製していた部品Ｅ の一部を外部

からの購入に切り 替え， それによって確保できる製造能力をも と に， 製品Ｐ を増産するこ

と を検討するこ と と した。 次の〔 資料〕に基づき， 製品Ｐ を増産し， 全量販売した場合にお

ける次期の売上総利益増加額と して正しいものの番号を一つ選びなさい。（ ８ 点）

〔 資料〕

1． 製品Ｐ の当期製造販売数量は 28 千個である。

2． 製品Ｐ を 28 千個製造した場合における単位当たり 製造原価は， 直接材料費 48 千

円（ 変動費）， 直接労務費 62 千円（ 変動費）， 減価償却費 72 千円（ 固定費）， 減価償却

費以外の製造間接費 60 千円（ う ち 12 千円は変動費， 48 千円は固定費）である 。 な

お， 製品Ｐ の製造原価には， 自製する部品Ｅ の製造原価も含まれている。

3． 上記２ のう ち， 部品Ｅ の単位当たり 製造原価は， 直接材料費 8 千円（ 変動費）， 直接

労務費 6 千円（ 変動費）， 減価償却費 12 千円（ 固定費）， 減価償却費以外の製造間接費

10 千円（ う ち２ 千円は変動費，８ 千円は固定費）である。

4． 製品Ｐ を １ 個製造するには， 部品Ｅ が２ 個必要である。

5． 次期において， 製品Ｐ を 12 千個増産する。

6． 製品Ｐ を １ 個増産するには， 部品Ｅ を ３ 個減産する必要がある。

7． 製品Ｐ の販売単価は 345 千円であり ， 製品Ｐ の販売数量にかかわらず一定である。

8． 部品Ｅ を外部から購入する場合の購入単価は 54 千円であり ， 部品Ｅ の購入数量に

かかわらず一定である。

9． 製品Ｐ の増産に当たっては追加投資を行わないため， 減価償却費と 固定製造間接費

と もに， 当期からの変動はない。

10． 製品Ｐ の増産に当たって， 上記２ と ３ の単位当たり 製造原価のう ち， 直接材料

費， 直接労務費および変動製造間接費については， 当期からの変動はない。

11． 期首と 期末の棚卸資産は存在しない。

1． 204, 000 千円 2． 396, 000 千円 3． 588, 000 千円

4． 1, 116, 000 千円 5． 1, 308, 000 千円 6． 1, 692, 000 千円

令和７ 年第Ⅰ回短答式管理会計論



16 M 2―20

問題16 分権化組織と グループ経営の管理会計に関する次の記述のう ち， 正しいものの組合せと

して最も適切な番号を一つ選びなさい。（ ５ 点）

ア． 職能別組織と は， 販売部， 製造部， 研究開発部， 管理部などの専門的な職能ごと に区

分された組織である。 比較的規模が大きく ， 製品や顧客の多様性が大きい企業は， 職能

別組織を採用するメ リ ッ ト が大きい。

イ． 残余利益と は， 事業部利益から事業部への投下資本にかかわる資本コスト 額を差し引

いたものである。 プラスの残余利益が得られる投資プロジェク ト の実施は， 企業全体の

利益の増加をもたらす。

ウ． 事業部長の業績評価を会計数値によって行う 場合， 事業部に対する追跡可能性に基づ

いて固定費を個別固定費と 共通固定費に区分し， 全ての個別固定費を事業部貢献利益よ

り 差し引いた事業部利益を用いるこ と が望ましい。

エ． プロフィ ッ ト ・ センターである事業部の間で取引が存在する場合， 各事業部が自己の

収益性向上を追求するこ と が企業全体の収益性向上につながるよう な振替価格を設定す

るこ と が望ましい。

1． アイ 2． アウ 3． アエ 4． イウ 5． イエ 6． ウエ
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